
 

    社会資本整備審議会 道路分科会 中部地方小委員会（平成 22 年度 第１回） 

 

 

 

 

 

 

（１）中部地方小委員会の設置について 

 （社会資本整備審議会 道路分科会 地方小委員会の設置等） 

 

資料１－２ 



部会等の設置 

 

（根拠法令等）国土交通省設置法（平成１１年法律第１００号） 

       社会資本整備審議会令（平成１２年政令第２９９号） 

       社会資本整備審議会道路分科会運営規則（案） 

 

１．組織図 
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社会資本整備審議会令
第７条

道路分科会運営規則
第１条  

２．設置する部会等 

 ○事業評価部会 

直轄事業等の事業評価にあたり意見を聴取すること等を目的として設置する。 

 ○地方小委員会 

直轄事業の事業評価など地方における道路事業の効率的な実施に関し、意見を

聴取すること等を目的として、地方ごとに設置する。 



社会資本整備審議会道路分科会 中部地方小委員会運営規則（案）

（趣旨）
第１条 本規則は、「社会資本整備審議会道路分科会運営規則」（平成22年8月3日道路分

科会長決定）に基づいて設置する地方小委員会（以下「小委員会」という。）の組
織、委員、会議、庶務その他委員会の設置等に関して必要な事項を定めるもので
ある。

（小委員会の事務）
第２条 小委員会は、社会資本整備審議会道路分科会長（以下「分科会長」という。）の

指名に基づき、以下の事務を行う。
１ 直轄事業の事業評価など地方における道路事業の効率的な実施に関し、中部地方
整備局（以下「整備局」という。）からの報告を受けること。

２ 整備局の報告に対し意見がある場合には、分科会長に対してその具申を行うこと。

（小委員会の委員及び組織）
第３条 小委員会に属すべき委員等（社会資本整備審議会令（平成十二年六月七日政令

第二百九十九号）第４条第５項の「委員等」という。以下同じ。）は、道路分科会
に属する委員等のうちから、道路分科会長が指名する。

２ 委員等は、１０名以内で組織する。
３ 委員等の任期は、２年とする。
４ 委員等は、再任されることができるが、最長６年を限度とする。

（会議の成立条件）
第４条 会議は委員等の三分の一以上の出席がなければ開催することができない。

（審議過程の透明性の確保）
第５条 小委員会における審議過程の透明性を確保を図るため、委員等の氏名、会議の

開催についてはあらかじめ公表するものとする。
２ 小委員会の審議については、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、
個人情報等を一時的に取り扱う場合等、委員長が必要と認める場合には、非公開と
することができる。なお、委員等は非公開の事務を処理する上で知り得た秘密を他
に漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様とする。

３ 小委員会の会議に提出された資料等については、会議終了後、速やかに公表する
ものとする。ただし、個人情報等で公表することが適切でない資料等については公
表しないものとする。

（小委員会の庶務）
第６条 小委員会の庶務は、整備局道路部路政課において処理する。

（雑則）
第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の議事の手続きその他運営に関し必要な

事項は、委員長が定める。

附 則
この規則は、平成２２年 月 日から施行する。



平成 22 年 8 月 3 日第 12 回道路分科会決定

社会資本整備審議会道路分科会運営規則

社会資本整備審議会運営規則第１０条の規定に基づき、社会資本整備審議会道路分科

会運営規則を次のとおり定める。

社会資本整備審議会道路分科会長

家田 仁

（小委員会の設置）

第１条 道路分科会長は、必要があると認めるときは、小委員会を設置して調査させる

ことができる。

（小委員会の委員）

第２条 小委員会に属すべき委員等（社会資本整備審議会令（平成十二年六月七日政令

第二百九十九号）第４条第５項の「委員等」という。以下同じ。）は、道路分科会

に属する委員等のうちから、道路分科会長が指名する。

（委員長）

第３条 小委員会に委員長を置き、当該小委員会に属する委員等のうちから、道路分科

会長が指名する。

２ 小委員会は、委員長が招集する。

３ 委員長は、小委員会を招集するときは、あらかじめ、会議の日時、場所及び調

査事項を当該小委員会に属する委員等に通知する。

４ 委員長に事故があるときは、当該小委員会に属する委員等のうちから道路分科

会長があらかじめ指名するものが、その職務を代理する。

５ 委員長は、調査を終了したときは、速やかに調査結果を道路分科会長に報告す

るものとする。

（議事）

第４条 小委員会の議事については、社会資本整備審議会運営規則第４条から第７条ま

での規定を準用する。この場合において、これらの規定中「会長」とあるのは「委

員長」と、「審議会」とあるのは「小委員会」と読み替えるものとする。

附 則

この規則は、平成２２年８月３日から施行する。

＜参考＞



＜参考＞

国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領（抄）

第４ 評価の実施及び結果等の公表及び関係資料の保存

１ 評価の実施手続

(1) 評価の実施主体は、本省又は外局（以下「本省等」という。）とする。

(2) 評価の実施時期は、(3)①及び②1)に掲げる種類の事業については、原則と

して当該予算に係る年度の前年度の１月末までを目途に、(3)②2)及び③に掲

げる種類の事業については、原則として当該予算に係る年度の前年度末までと

する。ただし、政府予算案の閣議決定時に、個別箇所で予算措置を公表する事

業については、原則として概算要求書の財務省への提出時までとする。

(3) 評価は、次の各号に掲げる種類の事業について、それぞれ当該各号に定める

ところにより行うものとする。

① 直轄事業 地方支分部局等は、評価を行うに当たって必要となるデータの

収集、整理等（以下「データ収集等」という。）を行い、評価を受けるために

必要な資料（以下「評価に係る資料」という。）を作成するとともに、本省等

に提出する。本省等は、当該事業の予算化について、直轄事業負担金の負担者

である都道府県・政令市等に意見を聴いた上で、学識経験者等の第三者から構

成される委員会等の意見を聴くとともに、地方支分部局等と協議しつつ、評価

に係る資料に検討を加え、当該事業の予算化に係る対応方針を決定する。



＜参考＞

社会資本整備審議会令及び運営規則（抜粋）

○社会資本整備審議会令

（平成１２年６月７日政令第２９９号）（抄）

（部会）

第７条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 審議会に置かれる部会に属すべき委員等は、会長が指名する。

３ 分科会に置かれる部会に属すべき委員等は、当該分科会に属する委員等のう

ちから、分科会長が指名する。

４ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。

５ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

６ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があら

かじめ指名する者が、その職務を代理する。

７ 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同

じ。）は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とするこ

とができる。


